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はじめに

昨年 は ブラジルで 「環境 サ ミッ ト」 が開催 さ

れ、2 1世紀に向けて、人類の生存や現代文 明 と

「環境Jと の関わ りが、い よいよ抜 き差 しなら

ない事態 にな りつつあることを改めて予感 させ

た。 しか も、参加者の顔ぶれ をみ ると、 これ ま

で 「公害」の ような形で環境問題 と直接関係の

あった人達だけで な く、実に様 々な分野の方 々

が参カロされてい るようであ り、今後、行政 も産

業 もこの問題 に積極的 に取 り組 まざるを得 な く

な りつつあることを痛感 させ られた。

この ような現状 を踏 まえ、本稿 では、従来あ

ま り結びつけて考 え られていなか った 「環境J

と 「火災及び火災対策」の関係 について若子の

考察 を行 ってみ ることとしたい。 なお、本稿の

資料整理や考察は全 く個人的に行 っているので、

誤 り等があれば全て筆者の責任で あることをお

断 りしてお きたい。

1.環 境と火災及び火災対策との関わ

り

環境 と火災や火災対策 との関わ りについては、

4つ の側面か ら考 えることがで きる。

第 1は 、火災対策 が C 0 2の 排 出 な どに よる

環境破壊 を防止す るとい う側面、第 2は 、環境
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対策が火災対策上 も有効であるとい う側面であ

り、いわば両者が互いにプラスの効果 を及ぼ し

あっているとい う観点か らその関わ りを整理 し

てみ ることである。

一方、ハ ロン消火薬剤 などの火災対策が環境

を破壊す ることがあるか も知れ ない、 とい う第

3の 側面 と、地球の温暖化防止 などの環境対策

が火災危険 を増す ことがあるか も知れ ない とい  じ

う第 4の 側面 も考 えなければな らない。 これ ら

は、環境 と防災が互いにマイナ スの効果 を及ぼ

す可能性があるとい う観点か らの整理である。

以下、 この 4つ の側面か ら考察 してみること

としたい。

2.火 災対策は環境対策にも有効

1 ) 火 災対策は C 0 2の 排 出をどの程度抑制

しているか

火災は有機物の燃暁現象であるか ら、火災対

策が C 0 2の 排 出抑制 に効果が あ るのは当然 で

あるが、それでは どの程度効果があるのだろ う

か。

①建物等の火災の場合

まず、建物火災 について考 えてみ よう。建物

火災の燃損面積 は平成元年で約1 7 3 1千ポ (消防

庁 火災年報)で ある。 「日本の建物 の平均的

な可燃物量は (燃損面積で 3分 の 1を 占め る)

住宅の可燃物量で代表で きる」 とい うやや乱暴

な仮定 を置いて考 えることとす ると、平成元年

中に、約2 1万tの 可燃物が火災によって燃焼 し

C 0 2を 空気中に排出 した、 と計算で きる。

これ は、消防法や建築基準法 などの安全対策

や消防活動 などの火災対策 を行 って きた結果の

はじめに

1 環境と火災及び火災対策との関わり

2 火災対策ほ環境対策にも有効

3 環境対策ほ火災対策に有効か

4 火災対策が環境に悪影響を及ぼす場合

5 環境対策が火災危険を増す場合
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数字であるか ら,単 純 に考 えれば、 これ らの対

策が不十分 だった場合に予想 され る数字 とこの

数字 との差が、火災対策 によって排 出が抑制 さ

れ たC 0 2の 量 となる。 ちなみ に、都市構造や

消防力が整備 されてお らず、社会体制 も混乱が

続いていた戦争直後の時代 と比較 してみ ると、

防災対策 によって、建物火災に よって燃焼す る

可燃物量 を4 0万t程 度減 らしてい ると考 えるこ

ともで きる。

しか し、 よ く考 えてみ ると、 ことはそ う単純

ではない。建物 は火災に遭 わなければ、耐用年

数 をまっとうして、やがて取 り壊 され建築廃棄

物 となる。 この建築廃棄物 の うち、燃 えるもの

は焼却 され ることが多いので、火災に遭わな く

て も、長 い 日で見れ ば結局 C 0 2を 排 出 して し

まうと考 えられ るか らである。

したが って、火災対策 に よるC 0 2の 排 出抑

制効果は、建物火災については、建物の耐用年

数 を (火災による被害が大 きい場 合に比べて)

長 くす るとい う 「省資源」対策 として効果があ

ると考 えるべ きである。平成元年の建築物の焼

損床面積 は着工 建 築物 の床面 積2 6 9 2 1 0 千 ポ

(建設省 建築統計年報)の 0 6 %程 度であ る

か ら,着 工床面積の0 6 %程 度 は火災 に よる波

失の補填であると考 えることもで き、建物の耐

用年数 に対す る火災対策の貢献度 もその程度の

ォーダーであると見 るのが妥当であろ う。

人工 の物件の火災 に よるC 0 2の 排 出 につい

ては、いずれ も建物 と同様 のことが言 えると思

うが、ちなみに最近件教が増加 してい る車両火

災についてみると、平成元年の車両火災件数は

5 7 4 4件であ り、国内の車両生産台数 (輸出車両

を除 く)約 8 0 0万台の0 7 ?あ程度 に相 当す るので、

車両火災対策の C 0 2排 出抑制 に対す る貢献度

も、建物 火災の場 合 と同 じ様 なオーダーである

と考 えて良 さそ うである。

②林野火災の場合

これ に対 して林野火災は、植物が燃 えて C 0 2

を発生 させ るだけでな く、火災に遭わないでい

れば光合成に よって C 0 2を 消費 して 0 2を 生産

していた植物がな くな り、場合によっては荒れ

地 になって しまった りす るので、長い 日でみて

も、 C 0 2の 増 加に直接影響 を及ぼす と考え ら

れ る。

平成元年 までの1 0年間の林野火災の平均焼損

面積 は4 1 8 1 h a ( 火災年報)で あ り、
一方、森林

の伐採面積 は平成元年 で2 0 0千h a (農 林水産省

農林水産統計)で あるか ら、火災によつて燃

えて しま う林野の害」合は伐採面積の2 1ククに当

た り、建物火災に比べて、火災の影響が 1桁 大

きい と考 えられ る。
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2 )火 災による煤座等の形響

火災が発生す ると、 C 0 2以 外 に も、煤塵 な

どの比較的大 きな空中浮遊物か らC O等 の気体

に至 るまで、様 々な燃焼生成物が発生す る。

小規模 な火災の場合には、煤塵等は比較的短

時間の うちに地上 に落下す るため、局地的 には

大気汚染等 を引 き起 こした として も、地球規模

の環境破壊 につ なが る恐れは少 ない と考 えられ

るが、市街地大火や大規模 な林野火災、巨大原

油 タンク (日本で最大の原油 タンクは3 5 3千k 2

の容量がある)の 火災の ような場合には、燃焼

の規模が極めて大 き くなるため、 クウェー トの

油井火災な どと同様 に、広い範囲にわたって環

境に影響す ることがあ りうると考え られてい る。

3 )そ の他の燃焼生成物の影響

火災は ヨン トロールされ ない燃焼であるか ら、

可燃物が燃料 として消費 された り、残案物が ゴ

ミ処理場で焼却 された りす るコン トロール され

た燃焼 に比べて、環境 に悪影響 を及ぼす燃焼生

成物が、 よ り多 く直接大気中に排出 され る可能

性がある。

それ らの燃焼生成物の中には、C Oや H C N

の ように毒性が極めて強 く、火災時 に直接人命

を奪 うものがあることはもちろんであるが、化

学製品が身の まわ りで大量に使用 され るように

なって きてい るので、短期的局部的 な毒性物質

以外 にも、分解 され に くく長時間にわたつて蓄

積 されて、長い年月の間に地球環境 に悪影響 を

及ぼす物質が火災時 に生成 されていない とは限

らない。

火災の際 にどの ような物質が どの程度生成す

るか、 とい う点 に関 しては各種の研究がある。

表 1は 、高分子材料の主 な燃焼生成 ガスをま

とめたもの (守ザ| 1時生 「火災時の有毒 ガスJで

あるが、その他の研究で も生成量 については多

少の違いが見 られ るものの、種類 についてはほ

ぼ同様の結果 となっている。

これ を見 ると、 日常的 に用い られ る化学製品

表 1 各種商分予材料の主な燃焼生成ガス

| メ ___7    ミ _と ___査1   'ユ上士空呈N、 N H3
脂 I H C N

|キ_¬上七戸ギ1克ずと戸ギ計桜ギギぜ培ァ〒下=
_― =上 一 =f_二 上___二 _土 二二____

8旨
!HF

も

V

物 質 名 発生ガス (CO、 C02を 除 く)

セ ル ス

アクロレイン、ホルムアルデヒド、低級】旨肪酸、アセ ト

アルデヒド

ボ リ ス ア ,レ アセ トアルデ ヒド、ベ ンゼン

絹 HCN、 N H3、 アセ トニ トリル

羊 毛
H C N、 N  H 3、 アセトニ トリル、航イしカルボニル、

硫化水素

ナ イ ン H C N 、 N  H 3 、 アセ トニ トリル

ポ リ ア ク リ ロ ニ ト リ ル H C N、 アセ トニ トリル、ア ク リロニ トリル、 N  H 3

ポ リ ウ レ タ ン HCN、 N H3、 イツシアネー ト、ベンゼン

ボ リ チ レ ン

アクロレイン、ホルムアルデヒド、低級脂防酸、

メチルアルコール、アセ トアルデヒド

ロ レ イ |
ポ リ プ ピ レ ン1子を岳学t旨と'tレ,そ

夕
十テれナと特

級脂肪酸、
ポ リ ス チ レ ン スチ レンモ ノマ ー

、 トル エ ン、 ベ ンゼ ン

ポ リ メ チ ル メ タ ク リ レ ー ト メチル メタク リレー ト、ア クロレイン

フ  ェ  ン  ー  ル  樹  脂 フェフール、ベンゼン

! フ   ′  ソ   樹
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の場 合には、木材や天然繊維等 に比べて著 しく

妙 な燃焼生成物が出来ているわけではない よう

なので、住宅や事務所 ビルなどの通常の火災に

ついては、当面 そ う心配す ることはない と言 え

そ うである。
一方、化学工場や危険物施設等が火災になっ

た場合には、住宅や事務所 ビルなどの一般的 な

建物が火災になるの と比べては るかに危険 な燃

焼生成物が発生す る可能性があると考 えておか

なければな らないだろ う。 また、原子力発電所

や放射性物質の取扱施設が火災になると、放射

能汚染 などの深刻 な環境汚染が発生す る可能性

があることも当然である。

もちろん この種の施設が火災になった場合の

通常の危険性 については十分 に認識 されてお り、

様 々な厳 しい安全対策が取 られ ているため、相

当の範囲にわたって長期間住民に危険が及ぶ よ

うな事態 は、 日本では発生 していない。

しか しなが ら、近代産業が扱 ってい る化学物

質は極めて多様化 してい るため、 これ まで深刻

な事故は起 きていないか らとい って油断す るこ

とは出来 ない。

燃焼 に よって、環境 に重大 な影響 を及ぼす恐

れがある物質が発生す る可能性 があると言われ

ているものに、 P C B (ポ リ塩化 ビフェニール)

がある。 P C Bは 、絶縁体、熱煤体等 として広

く使 われていた有機塩素化合物であるが、比較

的低 い温度で燃焼 させ ると、 ダイオキ シン (ポ

リ塩化 ジベ ンブダイオキ シン)を 発生す ると言

われている。 ダイオキ シンは、 ご く徴量で も皮

膚 ・内臓障害 を引 き起 こし、強 い発 ガン性、催

奇形性 を有す るなど強力かつ多様 な毒性 を持つ

上、球常 に安定 な物質てよ に浴 けず半来久も に

毒性がな くならないため、食物連鎖の過程で濃

縮 され るおそれ もあると言われている。

したが って、火災で P C Bが 絶縁油 として用

い られている トランス等が燃 えた場 合には、 ダ

イオキ シンが発生 し、鎮火後 も現場付近一帯が

汚染 されて使用で きない とか、付近 の農作物や

水産物 を汚染 して長期的 に住民の健康 を蝕むな

どといった深刻 な環境汚染 を引 き起 こす可能性

がある。

さいわい、 日本ではその ような事故が起 きる

前 ( 1 9 7 2年)に P C Bが 製造中止にな り、既 に

使用 され又は使用済みの ものについては、高度

な処理技術によつて廃葉 7 r t理された り、厳重 な

保管体制下 におかれ た りしてい るとい うことな

ので、過度に心配す る必要 はない ようであるが、

この種の物質が今後 も登場 して くる可能性 は否

定で きないので、今後 とも注意 を払 ってい く必

要があるだろ う。

3 環 境 対 策 は 火 災 対 策 に 有 効 か

1)公 園や緑地の効果

環境対策 を進 めると火災対策上 もプラ スにな

るだろ うか。

市街地環境改善の一環 として整備 された公同

や緑地が市街地大火防止のための防火常 として

機能す るとか、大規模 な都市公園 を大震火災時

の避難地 を兼ねて整備す る、などとい うことは

よ く行われている。 また、森林や緑地の整備は、
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土地の保水力を高めるとともに地盤 を強化す る

ので、洪水や崖崩れの防止 にも有効である。 こ

の ように考 えると、環境対策 は、火災対策だけ

でな く防火対策全体 に大 きな効果があると考 え

て よいだろ う。

2 )石 膏ポー トと焼損面積

環境対策が火災対策 によい影響 を及ぼ した例

として、脱硫石青が焼損面積 を減少 させ るのに

効果があった とい う例がある。

原油には硫責分 ( S )が 含 まれているので、

その まま燃料 として用い られ ると、 S  O xを 発

生 して酸性雨の原因になるなど大気汚染の元凶

となって しまう。 このため、昭和4 0年代以降 は

原油 を精製 した り消費 した りす る過程で脱硫す

るようになったが、これにより大量の石青 ( C a

S 0 4 )が 公害対策の副産物 として生産された。

これが石膏ポー ドという重量感のある板厚の

大 きい壁材 として安価 (合板の価格に比べて 1

/ 3 ) に 供給 され るようになったため、建物の

内装材料 として、ア ッとい う間に合板の地位 を

奪 って しまった。

建物の壁や天丼 を不燃性の材料で造 ることは、

火災の拡大の防止に極 めてて有効であるため、

石青 ポー ドが内装材 として一般的 に使用 され る

ようになったことが大 きな原因 となって、火災

1件 当 りの焼損面積が顕著 に改善 された (特に

耐火建築物 については、消防法の強化の効果 と

もあわせて、昭和4 5年当時 の 6分 の 1に もなっ

ている。)と 考 えられ るのである。

じ

注 1
注 2

注 3

注 4

表 2 消火剤の種類と生産量

′ヽ ロゲ ン化物の生産量は消防庁予防課 「夕ヽ ロン抑制対策検討委員会報告書Jに よる
水溶液系液体消火剤の生産量は、 日本消防検定協会調べ

泡消火剤の生産量は、 日本消火装置工業会調べ

粉末消火剤の生産量は、 日本消火器工業会調べ

称名 分成 年 間 生 産 量

と搭 不 燃 性 ガ ス

二酸化炭素

水蒸気

窒素

葡

″ヽ ロ ゲ ン化 物
夕ヽ ロン 1 2 1 1

′ヽ ロン 1301

24t(1988年 )

1,6161 (1988とF)

ハ ロ ゲ ン 化 物 ハ ロン 2402 46t (1988左「)

水一帥　　却

Ｔ

Ｉ
　

Ｉ

Ｉ

Ｉ

一水

溶

液

液

　

体

　

消

アルカリ金属などの塩類 (K2C03等 )

水溶液

界面活性剤水浴液

の       117k, (1990年)

0.8k,(1990年)

団  |

櫓1 粉
|

火  ■―――― ―

剤

1 特

殊 固

1雷:畳子殿骨経物十界面活性剤

檎
剤(号サ窒衰安暑目極境

剤
ナ トリウム

カ リウム

末フ乳中素の反応物

-

ンモニウム

体
1蟹握晟

珠岩

剤

IM嶋
畑 d∞ 昨 動

474k, (1990左F】室)

486k, (1990左F母茎)
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地球環境問題と火炎対策

4 火災対策が環境に悪影響をおよぽ

す場合

1 )消 火剤の環境に対する影響

火災対策の中で、環境 に影響 を及ぼす ことを

検討 してお く必要があるのは消火剤であろ う。

日本で用い られてい る消火剤 を分類整理する

と、表 2の ようになる。 この うち、液体消火剤

と粉末消火剤 を使用 した場合 に どの程度環境 を

汚染する可能性があるだろ うか。

表 2の うち、環境汚染の可能性があるのは界

面活性剤であるが、界面活性剤系の消火剤の年

間生産量 は1 0 0 0 t程 度で、合成洗剤の9 4 3 k t ,

界面活性剤の1 0 6 5 k t (いずれ も平成元年度 通

産統計ハ ン ドブック)の 0 1 %程 度に過 ぎない。

他の消火薬剤は、肥料 に用い られ るなど日常

生活で もおなじみの物質や天然系の物質であ り、

環境上特 に問題がある物質 とは考 えられ ないが、

年間生産量 も他 の用途の0 1 %未 満 で あ り、畳

的 にも問題はない と考 えられ る。

2 )ハ ロン消火剤 とオブン層の破壊

ハ ロンは、 フロンと同様、炭素 ( C )と ハ ロ

ゲ ン元素等か らなる化合物で、情報化社会の進

展 に伴い、 コンピュータールーム等様 々な場所

で 「安全で ク リーンな」消火剤 として使用 され

るようになって きていた。

ところが、 オゾン層の破壊 に関す る研究が進

む と、ハ ロンもフロンと同様 にオ ブン層 を破壊

す る可能性があるとされ、 しか も、その力 (オ

ブン層破壊係数)は 、通常の フロンに比べて 3

～1 0倍にもなる (表3参 照)と い うことが定説

になった。 このため、 フロンと同様、生産や消

費 を段階的に縮小 し、1 9 9 4年までに原貝Jとして

全廃することが国際的 に合意 された (モン トリ

オール議定書第 4回 締約国会議 における各国合

意 ( 1 9 9 2年1 1月) )。

ハ ロン消火剤 を使用 しな くなったか らとい っ

て、火災危険性や消火剤の放出による人命危険

性 を増大 させ ることは出来 ないので、今後、安

全で環境 にも問題のないハ ロン代替消火剤 を開

発 してい くことが世界的 にも課題 となってい る。

5 環境対策が火災危険を増す場合

1)脱 ガソリン自動車の火災対策

電気 自動車用の蓄電池 としては、従来の鉛蓄

電池のほか、ニ ッケル カ ドミウムタイフの著

電地 な ど様 々なタイプの ものが研究 されてい る

ようだが、現時点で有望 とされてい るものの 1

つに金属 ナ トリウム ・硫黄 タイアの蓄電池があ

る。

金属 ナ トリウムは、消火のために水 をかける

と激 しい発熱反応 を起 こし、同時 に爆発性の水

素 ガスを発生す るとい う性質 を有 してい るので、

消防活動上 まことにや っかいな [ろ ものであ り、

この ような金属ナ トリウムを積載 した電気 自動

車が交通事故 を起 こして道路上 に金属ナ トリウ

ムが散乱す るようなことを考 えると、 ガソリン

などに比べて も、はるかに問題が多い と考えら

れ る。

カソリン自動車の代替車 として現在研究 さて

い るアルヨール自動車 も水素 自動車 も、ガツリ

表 3 ハロンの使用二等

(「ハロン抑制対策検討委員会報告書Jよ り作成)

ハ ロ ン1 2 1 1

ハ ロ ン13 0 1  1

式

Ｂ

オゾン層破壊

係教 ( O D P )

使  用  量

昭和63年  累   積

０ 24 2t i    154 2t

100 1 6 3去9t  l空 上
０６ 仏 5 t 1  8 0 , l t
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ン自動車 とは異 なった安全上の問題 を抱 えてお

り、 これ らが実用化 され るためには、 自動車そ

の ものだけでな く、燃料 ステー ションや燃料輸

送 システムまで合 めた総合的 な安全対策が、少

な くとも現在の ガソリン並みの レベルになる必

要があるだろ う。

2 )断 熱性の向上 と火災危険

建物の断熱性 の向上は、省 エネルギー対策 ひ

いては環境対策 に大 きな効果がある。建物の断

熱性 を向上 させ るためには、断熱材 を用いて外

壁や屋根等の断熱性能 を上 げるとともに、建物

の密閉性 を向上 させ ることが必要であるが、両

者 とも建物火災の性状 に大 きな関係がある。

断熱材の中には発泡 スチ ロール等の可燃性の

もの もあるが、 これが燃焼す ると、表 1の よう

な燃焼生成 ガスが発生 し、特 にC Oが 大量に発

生す る。従 って、断熱材 として発泡 スチ ロール

を使 った建物の火災では、 C O中 毒 による危険

性が高 くなることになる。
一方密閉性 を向上 させ ると、火文の初期の段

階で酸素の供給が不足す ることになる。 これは

燃焼 の拡大 を遅 らせ、場合によっては自然鎮火

す ることもあ るな どプラス面 もあ るが、 C 0 2

に比べて C Oの 発生量が多 くなるとか、消火の

ために ドアを開けると急 に酸素の供給が増 えて

爆発的に燃焼が拡大す るバ ック ドラフ ト現象が

起 きやす くなるなどのマ イナ ス面 もある。 また、

密閉性が高 くなると、火災発生時の物音が聞 こ

えない とか焦げ くさい臭いがわか らないなど、

火災の発見が遅れが ちになるとか、避難誘導の

放送が聞 こえないなどとい った弊害 も出て くる。

この ように、建物の断熱性や密閉性の向上 に

伴 い、火災性状が変化 して きているので、火災

感知や避難誘導 な ど火災初期 における対応 につ

いて も、消防隊の活動について も、従来 とは異

なったハー ド面、 ソフ ト面の対応が必要 になっ

て きてい る。

環境対策 は、今後多様 な分野で様 々なかたち

で推進 され ることとなると思 うが、付随 して起

こると考 えられ る安全上の問題 について も、当

然万全の対策が講 じられ なければならない と考

えられ る。

おわりに

環境 と火災や火災対策 との関係 を 4つ の側面

か ら見て きて言 えることは、

O環 境対策 と火災対策 との関係 は プラス ・マイ

ナ ス両面があるが、 プラス面の方が大 きい。

0マ イナ スになる場合 もあるが、技術的 に解決

可能であ り、実際 にもその方向で進んでいる。

O量 的には、通常は他の分野の 1 %未 満のオー

ダーの影響度であるが、林野火災の影響度は も

っと高 く、 またヨン トロール不能 になった火災

やハ ロン問題の ように地球規模の環境破壊 につ

なが る場合 もある。

とい うことだ と思 う。

この ように、火災対策 も広い意味での環境対

策の一環 として考 えなければならない面が多 々

あ り、今後、 この ような視点が ます ます必要 に

なって くるか も知れ ない。 また、産業技術の進

歩 に伴い さらに多様 な物質が使 われ るようにな

る可能性 もあるので、今後 ともこの ような問題

に継続的 に注意 を払 ってい きたい と考 えている。

■
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